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国連における多国籍企業の
行動基準の作成過程について
小 原 喜 雄
1は じめ に
じ
多国籍企業は,国 際的直接投資を通 じて,資 本 ・技術および人的資源の国家
間における効率的な利用に寄与することにょって,受 入国および国際経済関係
に多大な利益を斉 らす ことができる。 しか し,多 国籍企業の国境を越える活動
の組織化の進展は,経 済力の集中の濫用および受入国または本国の政策目標 と
(1)
の衝突を斉 らす可能性がある。,
この多国籍企業による経済力の集中の濫用および国家の政策 目標との衝突は
　 　 　 　 　 　 　 コ 　 　 　 コ'第一 次的 には,受 入 国の法令 に よ り,補 完的には本 国の法令 に よって規制 され
る。 しか し,受 入 国の うち開発途 上国,就 中,後 発開発途 上 国には,そ れを規
制す る法令 を制定 し執 行す る能 力 または多 国籍 企 業 と交渉 す る能 力に欠けて い
る国が多い。 他方,多 国籍企業 の本国が,そ の企 業の海外 の事業活動 に対 し自
国 の法 令を適用 す る ことは,受 入 国の主権 との抵触 を生 じ,・同 国民 のナシ ョナ
原稿受領日1980年12月1日
(1)OECD,σ 癖4θ」勿θ8プbア厩%」彦初α'のπσJE窺 〃ρアゴsθs,para.1,邦 訳 ・福田博
編 『多国籍企業の行動指針 一 〇ECD宣 言解説』(時 事通信社,1976)215頁 以下
に所収,ILO,7■ 吻 α7痂θDθ σ1σ7α廊o%o!Pγ 勿σ2ρ」θsσoπ067"ぎπ9屈%」≠伽α・
'勿πα1E窺 〃ρ7歪8召3α%4SooゴαJPo1吻,art.1,邦 訳 『多国籍企業及び社会政策
に関する原則の三者宣言』(国 際労働事務局東京支局,1979)7頁 参照。
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(2)
リズムを高揚 さぜる可能性がある。 このよ うに国内法による多国籍企業の規制
(3)
は不十分であるので,国 際機関に よる規制が必要 となる。 しか し,国 際機関の
加盟国の間で,多 国籍企業が加盟国の経済および国際経済関係において果す役
割に関する評価が鋭 く対立 し,・多国籍企業に対す る国際的規制について コンセ
ソサスが得難いため,条 約ではな くて,ガ イ ドライソ,原 則の宣言 または行動
基準 とい う規範形式が採 られている。1976年6月21日,OECD閣 僚理事会は,
「国際投資及び多国籍企業に関する宣言」およびその宣言の附属書として 「多
国籍企業の行動指針」を,つ いで1977年11月16日,ILO理 事会は,「 多国籍
(4)
企業及び社会政策に関する原則の三者宣言」をそれぞれ採択 した。そ してig76
年3月,国 連多国籍企業委員会第2回 会期の決議に よらて設置された多国籍企
業の行動基準に関する政府間作業部会は,第1回 会期(1977年1月10日 ～14日)
か ら第11回 会期(1980年10月13日 ～24日)ま で審議を重ねてきたが,.行 動基準
の作成が完了するまでにはさらに1年 の年月を要するといわれる。'
筆者は,国 連の上記第9回 会期(1980年3月17日 ～28日)に 日本政府代表の
顧問として出席す る機会費与え られ,・審議状況をつぶさにみ ることができた。
、本稿は,国 連の多国籍企業の行動基準が政府間作業部会議長の草案を基にして
どのように作成されつつあるか,'な らびにこの議長草案または国際的合意を得
つつある行動基準が,既 述のOECDお よびILOの ガイ ドライソまたは原則
の宣言 と対比 して,ど のような特徴を有するかを検討 しようとするものである。
(2)翫 麗0初α傭 勉 ση4魏9ル 観 癖 σ'ゴ0ησ!E卿8ゆ ガ36S-Lθgσ 」,Eσ0%0禰0α 翻
漉 πα8P87勿Z∠4sρ θo≠8,ed.byH.R.Hahloetal(SijthofF,1973);7〃θ 物'ゴo.
%α露s解o∫'ノ 吻 」廊πσあoπα」3初Pθ ノゴヵ乃e7σ∫Eごoπo〃 露θs,ed.byエFaunde2
&S.Picciotto(MacmillanPress,1978);入江 猪 太 郎 編 『多 国籍 企業 一12人
の 経済 学 者 がえ が く未 来 像 』149-161頁(ダ イ、ヤ モン ド社,1974),『 多 国籍 企 業
と ナシ ョナ リズ ム』(日 本 経 済 調査 協 議 会,1978)。
(3)D,Wallaqe,Jr.,1物7πσ'δo%σJRθg吻 渉ゴoπo/M勿Z吻 σ'伽 σ」Ooノ ρoノα砿
oπs(Praeger,1976);R.Hellmann,Tη%επσ'づoηαZCo%〃oZoノ 鰍 ♂'勿α'ゴo・
%αJCo7ρoア σ'勿%s(Praeger,1977).有 賀 ・小 宮 対 談 「多 国籍 企 業 の 国 際 的規 制 」
『季 刊 現代 経 済 』14号(1974)108頁 以 下b
(4)注(1)参 照 。前 老 の ガ イ ドライ ン の 評価 に関 して は,丁 加OEODG⑳46∫ 初 θ3!b7
1臨"げ 〃σ'20勿σ」・厘〃'6ゆ7づ363:∠4β%3初 θ∬ ノljりρグ〃夢3θ1・ed.byFLCoo1量dge,
G.CSpina&aWallace,(TheInstituteforIhternationalandForeign
TradeLaw,GeorgetownUniversityLawCenter,1977);R.Blanpain,
TheOECDGuidelinesforMultinationalsandLabourRelations1976-
1979:ExperienceandReview,(Kluwer,1979)参照 。
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F
こめ小論を執筆するに当 り,筆 者の同会合への出席を可能にされた方々および
会議出席期間中に筆者が種 々御高配を賜 った方 々,就 中,外 務省国際連合局の
寺田経済課長(当 時)な らびに国際連合日本政府代表部の谷 口公便お よび原島
参事官に対 し改めて謝意を表 したい。
皿 国連における多国籍企業問題の検討経緯
多国籍企業問題が国連におい℃どのような経緯で検討 されるに至ったかは,
そ こで作成 される行動基準の性格に決定的な影響を及ぼすので,検 討の経緯を
略述 しよう。
1970年 にチ リで社会主義のアジェソデ政権が成立 した とぎ,米 国系多国籍企
(5)
業のITT(国 際電話電信会社)が 大統領選挙に干渉 しようと企図 した こ とが
1972年 に判明 し,こ れ瞠憤慨 したチ リ政府代表ρミ国連で多国籍企業問題をとり
あげることを要請 した。このように多国籍企業にょる受入国への内政干渉の阻
止とい う政治的要請か ら,多 国籍企業問題が国連で とりあげ られた ことは,行
動基準の作成に決定的な影響を及ぼすことになる。上記のチ リ提案に対 して,
ラテソアメ リカ諸国は,多 国籍企業を規制するための コー ドを国連で直ちに作
成すべきであると主張 したのに対 し,西 側諸国は,ま ず多国籍企業の実態を客
観的に把握することが必要であ り,多 国籍企業が開発途上国の開発にも貢献 し
ているQで,単 に規制のみを 目的 とした コー ドを作成 して政府間で直ちに規制
することに反対 した。両者 の妥協策 として,政 府間での作業に入る煎に中立的
な有識者を国連事務総長の諮問グループとして招集し,多 国籍企業問題を総合
(6>
的かつ客観的に検討することになった。か くて,1972年7月 「,第53回経済社会
理事会において,国 連事務総長に対 し,「 多国籍企業が開発過程および国際関
(5)A.Samp60n,丁 勿So露7θ 匁πS如'60/17T(1973),田 中融二訳r企 業国家
ITT』(サ イマル出版会,1974)303頁 以下,小宮隆太郎 「多国籍企業と低開発国
一国連研究グループの報告書をめぐって」r国 際経済学砥究』(岩 波,1975)292
頁注(4)。
(6)福 田編 ・前掲189頁以下。'
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係に及ぼす影響」を研究するため,有 識者(EminentPersons)グ ループを任
命 し,各 国の政策お よび国際行動のための勧告を行 うよう要請する旨の決議が
採択された。 この決議にもとついて,国 連事務総長は,先 進国10名,開 発途上
国8名,共 産圏2名 か ら成 る有識者グル∴プを任命 した。
国連事務局は,有 識者グループの審議を容易にするため,1973年8月,『 世ゆ(7)
界開発における多国籍企業』 と題する報告書を作成 した。 この報告書は,多 国
籍企業が開発途上国の発展に貢献する反面,混 乱や緊張を惹起 しているので,
国際社会に対する多国籍企業の責任を果たさせるため,国 連を中心 とする国際
行動(そ の一例 としてGATT型 の多国籍企業に関する一般協定の締結)を と
ることが必要であると強調する。
,有 識者グループは,1973年9月 か ら1974年4月 まで4回 にわたって付託事項
について討議を重ね,1974年5月,r多 国籍企業が開発および国際関係に及ぼ
(8)
す影響』 と題す る報告書を公表 した。この報告書は∴南北格差の縮小が緊急で
あるとい う認識に立ち,多 国籍企業が開発途上国の発展に寄与する反面,多 国籍
企業の経済力 と受入国の国家主権 との緊張 ・抵触 とい う政治面での弊害および
投資利益の受入国に とう不利な分配 とい う経済的不利益を指摘 し53にのぼる多
数の勧告を行 った。 これ らの勧告の うち,多 国籍企業委員会(Comlnissionon
TransnationalCorporations)を 経済社会理事会の もとに設立 し多国籍企業
セソター(CentreonTransnationalCorporations,以下CTCと 略す)
を国連事務局内に設立することが,同 年11月 の経済社会理事会の決議第1913号
に よって実現 した。ちなみに,多 国籍企業の表現 として,OECDとILOは
(7)UN,1吻1加 α'ゴo%β」Ooア ρo廻'醜3勿 ∬o〃4.0β ρβJoρ〃zθ班(1973),外 務 省
監 訳 『多 国 籍 企 業 と国 際開 発 』(国 際 開発 ジ ャー ナル 社,1973)。
(8)UN,丁 加1解 卯`'0/ル ∫%〃勿 σ'げ0紹JCoゆ07σ'ゴ0%ε0π'海6ヱ 加6♂0ρ 耀 π'
P706θSε απ40%1鋸 θ㍑ α'`0ηα置Rθ」α'60%3'Rの07'0μ 加G70吻0アE〃 吻6π'
Pθ グ30%3'05劾 み'加1ヒ ∂1θ0ア1協1'勿 σ〃吻 認00ゆ0剛 吻 β0π1)6〃 θJo伽6%'.
伽40π1〃'θ 〆%癖oπ αZ1～θ'漉 伽3(1974).邦 訳 ・『世 界 週 報 』1974年8月20,27
日,9月3日,17日,24日,10月1日,15日号 。 この 国連 有識 者 グル ー プ の報 告 書 の 詳細
な分 析 に つ い て は,小 宮教 授(同 グル ー プ の委 員)の 論 文,前 出 ・注(5)305頁 以下
参照 。
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MNE(MultinationalEnterprise)を;国連 は'MNC(Multinational
Corporations)を 用 いて きたが,1974年8月,第57回経済 社会理事 会 の夏会
期に おいて,77力 国 グルー プは,MNCの 概念 が不明確 で あ る か らTNC
(TransnationalCorporations)に変更す べきであ る と主 張 し,先 進 国側 も
これを 了承 したので,爾 来,国 連ではTNCの 表 現が用 い られ るこ とに なっ
(9)
た。 多 国籍企業 を構成す る子会社 が,親 会社 の属 す る本 国の法 律に基 づいて設 ・
立 され る場 合には,子 会社 の国籍 は親会社 のそ れ と同一 とな り,多 国籍 では な⑩
くな るので,MNCか らTNCへ の用 語 の変更 は,法 律学 の観点か ら首肯 さ
㈲ ⑫
れ る。 なお,TNCの 訳語 としては,「 国際企 業」お よび 「準 超国家企業 」が
あ るが,慣 用上,「 多 国籍企 業」を用 い るこ とにす る。以下,国 連につ いては
TNC,OECDとILOに つ いてはMNEの それ ぞれ の略称を用 い る。
・⑱
TNC委 員会は,経 済社 会理事会 が選 出す る48力 国の代表に よって構成 され る
同理事 会 の諮問機関 であ る。1975年3月 に ニ ュー ヨー クで開催 され た同委 員
会第1回 会 期の討議 においそ,先 進国(以 下DCと 略す)と 開発途上 国(以 下
LDCと 略す)と の商、。は下記の、うな主張の対立、、あ。た といわれ課
(1)DCは,TNC問 題 を政治的立場 を離れ て,本 国お よび受入国双方 の立場
(9)福 田 ・前掲209頁 注(1),宮 崎繁樹 「多国籍企業の法構造」 『多国籍傘業の法的研
究』(入 江啓四郎先生追悼)(成 文堂,1980)3頁 注(1)。
⑩ この設立準拠法主義のほかに,会 社の国籍決定の基準として,本 店所在地主義,
経営支配者主義および経営意思決定中心地主義がある。江川英文 『国際私法』(有
斐閣全書,1951)175頁 以下,大 野実雄 「会社の国籍 一 多国籍企業との関連にお
いて」中京法学14巻4号(1980)1頁 以下,奥 島孝康 「多国籍企業 と会社法」 『多
国籍企業の法的研究』478頁 以下。
⑪ 小宮 ・前掲299頁 。
⑫ 多務省監訳 ・前掲148頁 。同書は,SupranationaiFirmを 「超国家企業」と訳
すので,TNCの 訳語を準超国家企業 とする。,
㈱ アフリカ12力国,ア ジア11力国,ラ テソアメリカ10力国,東 欧5力 国ならびに西
欧,北 米およびオセアニア10力国から成る。丁肋CTCRの07'〃,vo1.1,no.1
(Dec.1976),p.2.日 本以外の先進諸国が地域的に西欧,北 米およびオセアニア
に属するのに対 して,・わが国はアジア地域から選出された唯一の先進国であるとい
う意味で特異な立場におかれている。
⑭UN,,ComissiononTNC,ReportoftheFirstSession,p.9,E/C.10/6,
(1975);丁 加OTORβ ρ07'67,0p.ciしp.10.福 田 ・前掲197頁 以下。
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か ら検討すべきであると主張するのに対 じ,「LDCは,こ の問題を 「新国際経
済秩序樹立に関する宣言」射よび 「諸国家の経済権利義務憲章士2条 に則 って
処理すべきであると反論す る。
　 　 　
(2)LDCは,TNCの 行動基準の作成を本委員会の最優先事項とするのに対
　 　
し,DCは,そ の作成が優先事 項では あるが,十 分 な調査検討 の後 に取 り組む
べ きであ るか ら,TNCの 政治 的,経 済 的,社 会的側面 の研 究お よび情報 収集
システ ムの完備を優 先事 項 とす る。
(3)LDCは,行 動基準 に法的拘束 力を もたせ,そ の対 象をTNCの みに限定
す るのに対 し,DCは,行 動基 準がTNCの みな らず 受入 国お よび本国の政
府 を も対象 とす る 自発 的性格 を もつべ きであ る と反論す る。
上記 の よ うなTNCの 行動基 準の性格 を廻 る南北 間の意見 の対 立は,TNC
委 員会 のそ の後 の会合 お よびTNC行 動基 準に 関す る政 政間作業部会 の会 合
⑱
に おいて もみ られ る。 このTNCの 行動基準 に関す る政府 間作業部会 のほか
⑯
に,腐 敗 行為(CorruptPractices)に関す る政府 間作業部会,会 計報告 の国
oの ・ ⑱
際 的基 準に 関す る専門家会 合お よび不正 支払防止協 定に 関す る委員会 が国連 で
活 動 してい る。 国連にお いては,以 上概 観 した よ うなTNC問 題 の検討 とい う
縦 糸に対 して,横 糸 と して 「天然資 源に 対す る恒 久主権」(1962年12月14日 第
17回 総会 決議第1803号),.「 新 国際経済 秩序(NIEO)樹 立に関す る宣言 」(19
74年5月1日,第6回 特別総会決議 第3201号)お よびそ の樹立に 関す る行動計
画(同 上,決 議第3202号),な らびに 「諸国家 の経済 権利義 務憲章」(1974年12
⑮ 『多国籍企業 と南北問題一行動憲章(CodeofConduct)確立のための基本調
査 ・研究』(日 本総合研究所,昭52),有 賀美智子(TNC委 員会の日本政府代表)
'「多国籍企業の行動基準策定作業の状況」r商 事法務』839号(1979)24頁 以下,小
島清(同 委員会のExpertAd▽iser)「 国連での 『多国籍企業行動規範』作 り一
新国際経済秩序の『宣言』にとどまるか」『世界経済評論』21巻8号(1977)4頁 以下参照。
⑯ 丁勿CTORθ ρ07'67,vo1.1,no.4(Apri11978),p.7.
⑰UN.,∫%'〃 πα'ゴo撫JS'α%4σ7δsoア ∠4000%漉%9α%4Rのoノ 醜8ノ 加 丁7α・
%3πゐ'づo%α」Oo7ρoノα彦δo多zs,E/Cゼ10/33,180ct.1977.
⑱ 丁勿CTCRθ ρ07'〃,vol.1,no.5(Sept.1978),p.13f.;no.7(Autumn
1979),p.10五
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⑲
月12日,第29回 総会決議第3291号)が 存する。TNC委 員会第1回 会期の討議
にみ られるように,LDCは,こ の横糸をTNCの 行動基準に色濃 く織交ぜ る・
ことを主張 し続けてきている。
皿 国連における多国籍企業の行動基準の作成過程
㈲
TNCの 行動基準に関す る政府間作業部会第5回 会期(1978年9月18日 ～29
日)に おいて,ニ ク.ラッセ ソ議長 は,同 部会 第4回 会 期(同 年3月20～31日)お
よび第5回 会期で討議されたことに基づいて,行 動基準草案を準備す るよう要
請 された。 この要請 に応 じて,謙 長 は,第6回 会期(1974年1月8日 ～19日)に58
⑳
項か ら成る議長草案を提出した。本節は,こ の議長草案の各項毎に,まずそれが
どの ような背景か ら作成されたかを知るため,層際機関の決議,ガ イ ドライソ,
条約等 と対比 し,つ ぎに議長草案(以 下,項 の番号を付 して引用する)の 問題点が
⑲NIEOに 関す る文 献 は枚 挙 に い と まが な い が,%θ 飽 ωZ窺 θ7%αあoπα'Eoo・
ηo〃z乏60/4〃'Library,16vo1亀 ノed.byE.Laszlo&J.Lozoya(Pergalmon
Pr6ss),安 藤 勝 美 編 『新 国 際経 済 秩 序 と恒 久 主権 』(ア ジ ア経 済研 究 所,1979),山
岡 喜久 雄 編 『新 国 際経 済 秩 序 の基 礎 研 究』(早 大 出版 部,ユ979)等 が あ る。TNCと
NIEOに つ い ては,加 留博 「新 国 際 経 済秩 序 と多 国 籍企 業 」 『新 国 際経 済 秩 序 の基
礎 研究 』184頁 以下,落 合 淳 隆 「多 国籍 企 業 の国 際 的 規制 」 『多 国籍 企業 の法 的 研 究 』
81頁 以下,堀 部博 之 「国連 と多 国籍 企 業 」 同上95頁 以下 等 参 照 。
⑳ これ に 関す る基 礎 的 文 献 と しては,U凡,T7σ πS%α'勿 παZCOゆ07σ'勿%S:18S粥3
1御oZ砂 θ4、伽 彦加Fo㈱ 〃 嬉o%oノ ・4Co4θo/Coπ 伽 麗:Rの07'oノ 伽
S667θ 如7ゴα',E/C,10/17,20July1976.邦訳 『国 連 報 告書 多 国籍 企 業 と行動 綱
領 』『(ミ ネ ル ヴア,1977);U,N.,7〆 σ〃5勿認 勿ησ」Ooノψ07θ'勿%33Mσ'6ガ π13
R6」 θびα%"0漉 θ ・Fo7〃Z%」α'ぎ0η0∫ ∠1004θ0アCO〃4Zκ ≠:Rθ ρ07渉0!漉 θ
560〆6彪 擁認,E/C.10/18,10Dec.1976参照 。
⑫1)U,N.,T7σ%5π α翻o%αZOoゆ07σ 渉勿%3:Co4θo∫Ooπ4%c"1707〃z%」σ'δo%s6y
協 θC肱 〃彿砺,E/C.1G/AC.2/8,ヱ3Dec.1978;7■加,01℃Rθ ρ07'θア,voI.1,
no.6(April1979),p.5f.議長 草 案 の 各項 の説 明 に際 して こ の文 献 の頁 数 を 逐 一
引 用 す る こ とは煩 雑 で あ るので 略 す 。
⑳U.N.,T7σ%3解 σあo勿JCoゆoア α≠ゴoπ3:T6撹sRθ 」θ槻 短 ま04π ∠4渤o渉α'θ4
0擁1初 θS%99θs'θ4δ ツ 魏 ¢Cゐ αゴ7祝朋oノ'加1雇 θ780び67η ηzθ鋭 αZ1γo飛 初9L
O70⑳o%訪 θco4θoアCo%4%σ',EIC.10/AC.2/3,26Jan.1978.
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統 合草案 一(以下 「 」 で示 す)で どの ように解決 され たか,ま た は未解決の ま
まに終 ってい るか を検討 し,さ らに統合草 案に問題 点が残 っている場 合にはそ
れ を指摘 しよ うとす るものであ る。
1多 国籍傘業の諸活動
A一 般酌 ・政治的問題
国家の主権尊重並びに国内の法令及び行政慣行の遵守
1多 国籍企業は,投 資受入国の主権並びにその領土内の資源及び経済活動
に対する恒久主権を行使する各国の権利を承認 し,尊 重すべきである。
、自国領土内の天然資源 ・富または経済活動に対する国家の恒久主権の観念は,
天然資源に対す る恒久主権に関する国連総会決議第1803号 第1条(天 然の富お
よび資源),諸 国家の経済権利義務憲章第2条1項(富,天 然資源および活動),
NIEOの 樹立に関す る宣言第4条e項(天 然資源および経済活動),UNIDO(国
連工業開発機構)の リマ宣言第29条,34条(天 然資源)等 の多 くの国際文書で主張
　 　 　 　
されてきた。議長草案は,LDCの 主張を反映 して,TNCは 領土内の天然資源
　 　 　 　
のみな らず経済活動に対 しても恒久主権を尊重すべきであると規定 しているが
DCの 代表は経済活動に対する恒久主権を認めず,ま た天然資源に対する恒久
主 権をも国際法に従 って行使す るように限定 しようとした。かかる双方の主張
を括弧書きで並記 した統合草案ほ,次 のように起案された。
「多国籍企業は,投 資受入国の主権並びにその領土内の天然資源 〔富及び経
済活動〕に対 して 〔恒久主権を〕 〔国際法に従って〕 〔二国間及び多数国間の
協定に従って〕行使する各国の権利を尊重すべきであ る/し なけれげならな,
い。」
このように統合草案の各項において,「 すべきである(should)/し なけれ
ノ
ば な ら な い(sha11)」 が 繰 返 さ れ る が,前 老 は,こ の 行 動 基 準 を 自 発 的 な 性 格
㈱UN.,障o嬬1Rθ1σ'θd'o漉 θFo7〃 ¢〃α彦Jo%o/ノ1Co4θo!Coπ4π6':Rθρ07'
0!彦 勿1窺678.0θ θ7%駕 θ%'αZ膨07雇 πgGl70ゆ0〃 ∠4CO4θofCOπ4%C'0π ゴ'3
研9窺 乃,ハκπ2飾 σ%4T9〃 魏Sθss60〃3,E/C.10/62,9June1980.統合 草 案 の
各 項 の説 明 に 際 して この文 献 の頁 数 を 逐一 引用 す る こ とは煩 雑 で あ るので 略 す 。
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のものに しようとするDCの 主張であ り,後 者は,基 準に法的拘束力を もたせ
ようとするLDCの 主張である。
2多 国籍企業は,投 資受入国の法令及び行政慣行を遵守 しなければならな
いo
TNCに よ、る受入国の法令遵守の要請は,ILOの 三者宣言8項 お よびOECD
ガイ ドライソ7項 に規定されていることが示す ようにDqに よっても,当 然の
こととして承認されて層 る。尤 も行政慣行については,受 入国によっては,必
ず しも明示的に宣言されていない場合があるので,遵守義務を「明示的に宣言さ
れた」行政慣行に限定す る修正動議がなされた。アフ リカ,ラテンアメリカお よ
びアジア ・グループのLDCの 報告書またはポジシ ョソペーパーは,さ らに,投'
資紛争を解決す るため,TNCが 受入国の国内裁判所の排他的管轄権に服すべ
きであって,第 三国の仲裁または国際裁判に依拠 してはならない と主張す る。
この ような双方の主張を並記 した統合草案は,次 の通 りであるσ
「〔多国籍企業〕 〔多国籍企業の構成体(Entities)〕 は,投 資受入国の法
令 〔管轄権〕及び 〔行政慣行〕 〔明示的に宣言 された行政慣行〕 〔を遵守 し
なければならない/す べきである〕 〔に服する〕。 〔多国籍企業の構成体は,
投資受入国の国内法が要請する範囲で,当 該国の管轄権に服す る〕。」
3多 国籍企 業は,各 国が,そ の領土 内で事業 活動す る,そ の構成体 の活動
を規 制 し,監 視す る権 利を尊重す べきで る。
OECDガ イ ドライソ7項 は,そ の管 轄 内でTNCが 事業活 動す る条件 を
定め る各国 の権 利を,国 際法 お よび 国際条約 に服 させ るが,DCの 代表 は,国
家の規制 権 にか か る制約 を課 す ることを要求 せず,「 規制 」の枠 内で の 「監視」
であ る ことを 明確 にす るため,「 監視す る」(scrutiny)の 後 に(訳 文では前
にな るが)「 そ れに応 じて」(accordingly)の 文言を挿 入す るだ けで,議 長
.⑳U .N。,E/C.10/AC.2/3,0Fcit.p,17丘
●
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草案に同意したも本項は,双 方が括孤な しで合意 した最初の規定である一 尤
も他の項 と同様に,「 すべきである/し なければならない」の選択詞はあるが。
経済 目標並びに開発の 目的,政 策及び優先順位の尊重
4多 国籍企業は,そ の事業活動の活力(viability)を 維持する必要性と矛
盾 しない陛 り,そ の諸活動が,投 資受入国の経済 目標及び開発 目的の達成と
両立 し,そ れに積極的に寄与することを保障するため効果的な措置をとらな
ければならない。そのため,多 国籍企業は,投 資受入国,就 中,開 発途上国
の開発努力を支持 し,国 家 レベル,適 当な場合には,地 域的統合計画の枠組
内での地域 レベルにおける開発努力に効果的に参加すべきである。 この関連
で1多 国籍企業猛,開 発過程への寄与を極大化 し,受 入国との互恵関係を確
立する方途につい1(,適 当な場合に,政府当局と協議 し,協力すべきである。
TNCが 投資受入国の一般的な政策 目的,経 済 目標 または開発 目的を尊重
すべきであるとの要請は,NIEOの 樹立に関する行動計画V(b),ILO三 者
宣言10項,UNIDOの リマ宣言42項 およびOECDの ガイ ドラインの一般方針
に関する1・2項 で要請 されている。つ ぎに,TNCの 事業活動を投資受入国の
明示的な優先順位 と両立させるべきことについて,UNCTAD(国 連貿易開発会
議)第4回 総会は,TNCめ 活動 とLDCの 製品の輸出拡大を リソクする決議を
㈲......
採択 している。DCの 代表は,こ の協力義務を努力目標に トーン ・ダウソしよ
うとし,さ らに一定の制約を課 し,明 確な開発 目的に限定すべきであると主張
した。かようなDCの 主張を括孤内に挿入 した統合草案は,次 の通 りである。
「多国籍企業は,投資受入国の 〔によって確立された〕 〔宣言 された〕 〔確立 し
顔〕開発政策,目的及び優先順位に適合 してその事業活動を実施する 〔ように
努力する〕べきである/し なければならない。〔その財務的,技術的及び経営
的資源及び能力 と両立する限 り〕〔その事業活動の性質,目 的及び範囲と両立
する限 り〕多国籍企業 〔の構成体〕は,国 家 レベル,適 当な場合には,地 域的
㈱UNCTAD,resolution97(V),31May1976,citedinIbid.,p.22.
ρ
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統合計画の枠組 内での地域レベルにおける投資受入国の .〔確立 した〕 〔宣言
された〕経済開発 目標の達成に対 して積極的な寄与をす る 〔よう努力す〕べ
きであるb多 国籍企業は,開 発過程へのその寄与を極大化 し,そ れに よって
投資受入国との互恵関係を樹立するため,当 該国の政府当局 と協議 し,協力す
る 〔用意がある〕べきである/し なければなちない。」
5契 約の全当事者が 自由に締結 した限 り,多 国籍企業は,か かる契約を尊
重 し,遵 守すべきである。再検討又は再交渉を規定する契約条項が欠落 して
いる場合,多 国籍企業は,強 迫の下で若 しくは当事者間の明白に 不 平等な
状況下で政府若 しくは政府機関と契約が締結 された ときは,、又はかかる契約
が依拠 した事情が根本的に変化 した結果,当 事者関係に予見 しなか った著 し
い歪が生 じ,そ の契約が当事者のいずれかにとって不公正な若 しぐは不当な
ものとなるときは,当 該契約の再検討若 しくは再交渉の要求に積極的に対応
すべきである。当該当事者の凡てにとっての公正を確保するため,か か る状況
下における再検討又は再交渉は,適 用 される法原則及び一般的に承認された
法慣行に従 って9行われるべきである。
TNCを 当事者 とす る契約の再交渉についてNIEOの 樹立に関する行動計
画V(b)は,投 資受入国における多国籍企業の活動の規制と関連 して,必 要な
場合には,こ れまでに締結された取決めの再検討お よび再交渉を容易にするよ
うなTNCの 国際的行動基準を作成 し,採択 し,実施す るために凡ゆる努力を払
うべきであると述べている。これを受けて,ア フ リカ・グル 」ープの報告書はTNC
がNIEOに 適 合 しない協定を投資受入国の開発 目的に適合させ るよ9うに再
交渉す ることを受諾すべきであると主張す観 アジア・グル「プのポジシ ョン・
ペーパーも,TNCに よる海外直接投資の費用 と便益が時間の経過に伴 って重
大な変化を蒙るときは,契 約を再交渉すべきであると述べている。
議長草案に関 して,契 約の再交渉を申し出ることができるのは,投 資受入国
㈱Ibidりp.22f.
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政府に限 られるのか,そ れともTNCも そ うすることができるのか,(2)再 交渉
り対象 となる契 約は,(a)TNCが 受入国の政府 または政府機関と締結 した契
約に限 られ るのか,そ れとも藁入国の民間企業との契約を も含むのか・(b)植
民地時代に強迫等の下に締結された契約に重点をお くのか一 もしもそのよう
に限定すれば,強 迫は契約の取消原因であって(日 本民法96条1項 参照),再
交渉の事由にな らないのではないか一 それ とも契約締結後の事情の変更に限
るのか,(3)契 約の再検討 または再交渉を行 う場合の準拠法は,受 入国の法律ま
たは政策であるのか,.そ れ とも一般に承認された法慣行であるのが,な ど解決
すべき問題が多い。これ らが未解決であるため,統 合草案は起草されていない。
社 会=文 化的 な 目的及 び価 値の尊重
6'多 国籍 企業 は,投 資受 入国 の社会 的及び文化的 な 目.的及び価 値を尊重す
べきであ る。 このため,多 国籍 企業 は,経 済開発及 び新 技術 の導 入又は発 生
が 必然 的に随伴す るものを越 えて,基 本 的な文化類型 に歪(distortion)を
生 ぜ しめ,当 該 国に よって望 まし くない と考 え られ る社 会=文 化 的影 響を及
ぼす慣 行,製 品又は 役務を 回避す るため,政 府 と協 議す べ きであ る。
TNCの 進 出は,通 常,受 入 国に経 済開発 のみな らず社会=文 化的価 値の変
革を も斉 らす。両老 は トレイ ド・オ フの関係 にあ るが,受 入 国に対 す る社会的 ・
文 化酌衝 撃を最少限 にす るためILOの 三者宣言10項 が要請す るよ うに,TNC
は,そ の事業 活動が受 入国の社会 目的 と調和 す るよ うに努 力すべ きであ ろ う。
議長 草案 では,TNCが 受入国 の文化 類型 お よび社会=文 化的 日的に及 ぼす影
響が有 害 であるか否かを判断 す る権限が 当該 国の政府に限 られ るのか,は 明瞭
でなか ったが,統 合草案 では下記 の よ うに 明規 されてい る。
㈲ ル勧1'勿σ廊oπαJCoゆo鵤 廊o%3σ%4Sooづ αJC乃σ%gθ,ed.byD.E。Apter&
L.W.Goodman(Praeger,1976);S.エKorbin,.Fo7θ6g%D地o'1初6s'窺6窺,
1〃d%ε〃`α1甜α'20πα〃4Sooゴ σ1C肋 πg6,(JAIPress,1977),村 山元英 「文化
摩擦と経営移転一 インボネシヤでの実験」『世界経済評謝24巻1号(1980)94頁
以下,2号72頁 以下。
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』「多国籍企業は ,投 資受入国の社会的及び文化的な目的,価 値及び伝統を尊
重すべきである/し なければな らない。経済的及び技術的な開発は,通 常,社
会変革を随伴す るが,多 国籍企業は,文 化類型及び社会=文 化的 目的に対し
て有害であると政府にょって決定される影響を及ぼす慣行,製 品又は役務を
回避すべきである/し なければな らない。 このため,多 国籍企業は,当 該政
府か らの協議要請に積極的に対応すべきである/し なければな らない。」
人権及び基本的自由の尊重
7多 国籍企業は,人 権及び基本的自由を尊重すべきである。
,
8そ の雇用慣行において,多 国籍企業は,人 種,皮 膚の色,性,宗 教,言
語,社 会的出身又は政治上及び他の意見に基づいて差別すべきではない。
多国籍企業は,機 会の均等を拡大しようとする政府の政策を害することな く
この原則を適用すべきである。
1948年 の国連第3回 総会において採択された世界人権宣言2条1項 は,万 人
の権利 と自由について,次 のように高らかに宣言 した。
「何人も,人 種,皮 膚の色,性,言 語,宗 教,政 治上若し くは他 の意見,民
族的若しくは社会的出身,財 産,門 地又は他の地位 とい うような如何なる種
類の差別 も受けることなしにこの宣言に掲げる凡ての権利 と自由とを享受す
、 る権利を有する」 と。
ILOの 三者宣言8項 は,全 当事者が上記の人権宣言を尊重すべきであると
定める。アフリカ ・グループの報告書およびラテンアメリカ ・グループのポジ
ン ヨン.・ペーパーは,諸 国家の経済権利義務憲章の基本をなす人権および基本
的 自由を尊重すべきであって,そ れを侵害す る行動を差 し控えなければならな
圏
いと述べている。7項 と8項 とを結合する草案が下記の通 り起案された。
2鋤UN.,EンC10/AC.2/3,0p.cit.p.25£
ヱ16`商 学 討 究 第31巻 第3・4号
魑L
「多 国籍 企業は,投 資受入 国におけ る人権及 び基 本的 自由を尊重すべ きであ
る/し なけれ ばな らない。そ の社会及 び労使関係 において,多 国籍企業は,
人 種,皮 膚 の色,性,宗 教,言 語,社 会的,民 族 的及 び人種的 出身又は政治
上 若 し くは他 の意見 に基 づい て差劉 すべ きで はない/し てはな らない。多 国
籍 企業は,機 会及 び待 遇の均等を拡 大 しよ うとす る政府 の政策 に適合すべ き
であ る/し なけれ幽ば な らない。」
議 長草 案におけ る"lntheiremploymentpractices"の文言が,こ の統
合草 案の第二 文では"Intheir・socialandindustrialrelations"と修 正 され
た。 この修正 では,"social"と"industrial"との文言が パ ラレルな修飾語 と
して選 ぼれた のか もしれ ないが,`三industrial"と"relations"とが結 びつ く
と 「労使 関係」 とい う特 定 の意 味を もつ(ILOの 三老宣言40項 以下参照)の で,
"industria1"の 文言 を削除す るか,ま たは もっと広 義の文言に再修 正すべ き
であ ろ う。
＼
9多 国籍企業は南部アフリカの少数人種差別政権に協力 しないこと
NIEOの 樹立に関する行動計画V(a)は,人 種差別政権との協力を防止する
ようなTNCの 国際的行動基準を策定 し,採 択 し,実 施するために凡ゆる駕力
を払 うべきであると述べている。 「アパル トヘイ ト罪の鎮圧及び 処 罰 に 関す
る国際条約」(1973年11月30日 国連第28回 総会で採択)1条 は,ア パル トヘ
イ トが人道に反す る罪であ り,国 連憲章の目的と原則に違反 し,か つ,国 際の
⑳
平和と安全に対する重大な脅威を構庫する犯罪であると宣言する。'1976年11月
9日 に採択された国連総会決議第31/6号 は,'南 部アフリカの人種的に抑圧 さ
れた人 々を搾取 し続け,ア パル トヘイ ト政権の共犯者であるTNCの 事業活
.動 が強化されつつあると非難した。1977年 にTNC委 員会は,凡 てのTNCが
⑳ 芹田健太郎編 『国際人権条約 ・資料集』(有 信堂高文社,1979)35頁 。
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南部アフリカにさらに投資することを直ちに中止 し,漸 進的に撤退することに
よって国連決議を遵守し,同 地域の少数人種葦別政権 との協力を停止すること
を要求 し,さ らに,TNCの 本国が,国 連決議に基づいて,TNCと 少数人種差
別政権 との協力を終 らせるための法令を制定しその他の措置を採ること寮要請
した。 この法律の域外適用は普遍主義によって正当化され るのであろ うか。
因みに南部アフリカへの外国直接投資(TNCに よる投資に限 らない)残 高
G①
は,下 表が示す ように1974年 をピークとして漸減傾向にある。
表 南部アフリカへの外国直接投資残高指数の推移(1971=100),
年'
1971
1972
1973
1974
1975
1976
全 体
鵬圃 綿舞
100
108
124
148
164
179
?
? ?ー?
?
英 国
鵬醐 譜簾
100
108
124
150
173
n.a.
8
? ????
15
n.a.
米 国
残高醐 譜簾
100
106
121
152
164
173
????
ー??
5
西 独
残高綱 譜臓
100
112
127
173
223
238
?????????
、(出 所)UN.,Activiti6sofTransnationalCorporationsinSouthern
gAf
rica:ImpactonFinancialandSocialStructures(1978),
Tablelatμ10,Table2atp.12より作 成 。 、 ヤ .
しか しTNCの 一 般 的 普 遍 的 で あ る べ き 行 動 基 準 に,特 定 地 域 の ア パ ル ト'
ヘ ィ ト政 策 反 対 と い うイ デ ナ ロ ギ ー 的 色 彩 の 強 い 規 定 を 設 け る こ と に は 反 対 も
あ っ て,未 だ 統 合 草 案 は 起 草 さ れ て い な い 。
国内政治問題への不干渉.
10多 国籍企業は,投 資受入国におけ る政治的及び社会的制度に影響を及ぼ
そ うとする破壊活動に依拠す ることに よって,当 該国の国内政治問題に干渉
すべきではない。'
㈹UN.,Ao彦 勿 漉 θso∫T7α π8%α'ゴoπαZCoゆ07α ♂ゴoπ3初So%漉 〃"∠4〃 づ侃 」
加 加0'0π 溺%碑 β瞬 σ忽50`観5〃 π6'%グ63,Rθ ρ0ノ'0〃 加56〃 卿 吻 ち
E/C.10/30,16March1978,p.9£
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TNCに よる受入国の内政への干渉の禁止は,諸 国家の経済権利義務憲章2
条2項b号,NIEOの 樹立に関する行動計画V(a)お よびOECDの ガイ ドライ
ソの一般方針に関する8・9項に よって要請 されている。しかし有識者 グループの
報告書が,MNCに よる破壊的政治介入を非難する反面,受 入国がMNCの 子会
81〕
社の許容 される政治活動を明確に規定すべきであると勧告 したことが示 すよう
に,ロ ビス ト活動のように合法的な政治活動 と介入が禁止される政治活動 とを
区別することが必要であ る。他方,本 項の 「破壊活動」(subvefsiveactivi・
ties)と い う表 現は・チ リのITT事 件を念頭において用いられたものであろ
うが,許 容されない政治的活動を これのみに限定することは狭すぎるという危
惧 もあ る。このような意見を反映して,下 記のような括孤付きの統合草案が起
草された。
「多国籍企業は,投 資受入国における政治的及び社会的制度を崩壊させる〔よ
うとする〕 〔破壊的及び他の 〔不正な(illicit)〕 活動 〔を差 し控えるべき
である〕 〔に依拠することによって〕,当 該国の国内 〔政治〕問題に〔違法に〕
介入すべきではない/し てはな らない。」
11投 資 受入 国において善 良な'corporatecitizensと して活動 して,多 国
籍企 業は,当 該 国の国内法又 は確 立 した慣 行 と抵触す る政治活動を差 し控 え
るべ きであ る。
議長草案 におけ る"goodcorpoτatecitizens"とい う表 現は,カ ナ ダの
"GuidingPrincip1俘sofGoodCorporateCitizenshipforForeignSubs一
働 『
idiaries"(1966年,)か ら借用 した もの と思わ れ るが,法 律 概念ではないかか る
暖 味な表 現を用 い るこ とには問題が あろ う。他方,「 受 入国の国内法又は確立
　 　 し
e1)1～6ρoノ'oノ'乃6070%ρo/E〃2ゴ 〃6勿'・P6/30%3,0pLciし μ29.
舩Cited量nJ.Fayerwether,Fo7θゴ9π 乃zガ68'卿召撹 勿0α πα4σ,`NewYork,
1973),p.175f。 桜 井 ・石 田編 『国際 投 資 ガイ ドライ ソ集 』,(ア ジ ア経 済 研 究所,
1976)73頁 収 録 。 こ の行 動 基 準 は12項 よ ゆ成 るが,1975璃 こ14項 よ り成 るNew
PrinciplesQfInternationalBusinessConduct(GHle叩ie)によっ て取 って
代 られ た 。
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した慣行 と抵触する(inconsistentwith)」 の 「抵触する」 とい う表i現も不
明確である。か くて,下 記の ような統合草案が起草された。
、 「多国籍企業は,投 資受入国の法律並びに確立 した政策及び行政慣行に よっ
て許容されない政治活動に従事すべきではない/し てはならない。」
政府間関係への不介入
12多 国籍企業は,本 来的な政府の関心事項に介入すべきではない。
本項は,以 下り13,14,15項 の各論に対する総論的な規定である。 「政府閲
関係」を如何に限定するかについて討議が行われた結果,下 記のような統合草,
案が起草された。
「多国籍企業は,〔 政府の唯一の関心事である〕政府間関係 〔に関する如何
なる事 項にも〕に介入すべきではない/し てはならない。」
13多 国籍 企業 は,投 資受入 国を含む政府 間 の協 力取極 に従 って活動 し,又
は 国際社 会 の共 同行為に即 して行動す るのでな い限 り,政 府 の外交 政策推進
の手段 として行動 すべ きでは ない。
TNCが 本 国政府 の外 交政策推進 の媒体 であ るとい う非難 は,LDCの み な
らず,DCの 中でそ の経済 の大部分 が米 国系TNCに よって支配 され てい る カ
ナ ダに おいて も行 なわ れ る。確か に,戦 前 のTNCは 植民地 政策 の尖兵 と し
ての役割 を果 した こともあった が,戦 後 のTNCと 本国政府 との関係 は,米
国の対共産 圏貿易を規制 す る敵対取 引法,反 トラス ト法 お よび海外直接 投資 規
則 の域外 適用 に よって,緊 張関係 に もあ る。 しか し,か か る本 国法 の域外 適用
(3鋤
それ 自体 が,本 国政府 の政策を受 入国に浸 透 させ る 「法 律上 の帝 国主義 」で あ
鱒 ノlFo7擁gπEoo%o漉o、PoJゴcyノ 加 協61970'ε ∫Hearingsbeforethe
SubcomlnitteeonForeignEconomicPolicyoftheJointEconomicCom.
加ittee,CongressoftheUnitedStates-Part4:TheMultinational
CorporationandInternatiohalInvestment(1970),邦訳 『多国籍企業の将来』
199頁(サ イマル出版会,1972),M.H.ワ トキンス教授の米国議会合同経済委員会
におけ る証言。'
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り,TNCの 子会社がその媒体になっているとカナダの識者によって非難され
る。 この米国とカナダとの間における法律または管轄権の抵触の うち,カ ナダ
が競争政策を強化すれは米国は反 トラス ト法を域外適用する必要がな くなる.の
で解決の可能性があるが,他 の2法 については解決策は見当 らない。
議長草案に・おける 「政府」(governments)に は,本 国政府のみならず受㈱
入国または他国の政府 も含まれることは・,TNCの 行動基準に関する政府間作
業部会議長が第3回 会期(1978年2月6～10日)に 提出した注付き概要(An一
闘
notatedOutl項e)お よび アフ リカ ・グル ープの報告 書か ら明 らか であ るb
14多 国籍企業は,そ の会社の利益を追求するに際 して,通 常の外交的代表
権又は他 の正規 の政府間連絡(communication)の範 囲を越えて,殊 に,
経済的及び政治的性格をもつ強制的措置を行使す ることとなる態様で,政 府
が同社のために行動するように要請すべきではない。
本項の 「政府」が,前 項とは異な って,・本国政府を意味することは,上 記の
GのFo/6ゴ9π0雌 θ78雇ρ απ4魏 θS魏 伽 ア召o/Cα%α 漉 σπ1π 吻5〃 ゴ'1～8ρoノ'
oノ 彦乃θTα ε々 」Fro70θoπ'ん θS彦7%c'%グ βo/0σ πα4ゴαφz1フz4衡s'7ツ(1968),PP,.
310-340,p.407f.邦 訳r外 国 資本 と 国民 経 済』(ぺ りか ん社,1969)172頁 以下,
工N.Behrmaれ,ハ 碗20%σ11〃'〃 θ3'3伽4'加1レ 乃4'初 罐o%41E%'θ ゆ7ゴ39'
、Tθ π8ゴo%sα 〃3gπg漉 θ 勲)7彦ん ノ1渉」απ認σOo%π'7ゴ θs,(Prentice-Hall,1970),
pp.88-127.邦 訳r国 家 利 益 と多 国籍 企業 』'(東 洋経 済新 報 社,1975)115頁 以 下,
エR.Feltham&W.R,Rauenbusch,"CanadaandtheMultinationalEnter,
prise。,翫 ♂勿πσZお〃3σπd魏 θ ル観,伽 漉oπ σ1E駕6ゆ7ゴ3θ,op,cit.p.41£上
記 の訳 書 は い ず れ も"extra-territoriality"を「治外 法 権 」と訳 して い る。 確 か に
英 和 辞典 は いず れ も この英 語 の訳 語 と して「治外 法権 」の みを あげ て い るが,こ こそ
は,「領 土 を 超 え て」とい う意 味 で 「域 外 性 」「域 外 適用 」と訳 す べ きで あ る 。と い うの は
外 国公 館 また は 国 際機 関 に対 して接 受 国 の法 律 を 適用 しない 場 合 の 馳「治 外 法 権」
(exterritorialityと 表 現 さ れ る こ と もあ る)と 異 な っ て,TNCの 本 国 の法 律 が そ
の 海 外 子会 社 に 「域 外 適 用 」 され る場 合 に は,投 資 受 入 国 の法 律 の適 用 を 排 除す る
ので は な くて,む しろ これ ら二つ の法 律 の抵 触 を生 ず る こ とに な るに も拘 らず,こ
れ を 「治 外 法 権 」 と訳 す こ とは2両 者 の問 題 状況 の差 異 を 把 握 で きな くな るか らで
あ る。 ・ 、 ・
65)工A.Litvak&C工Maule,"ForeignSubsidiariesasanInstrumentof
HostGovemmentPolicy",in翫'∫o%α醜 翅 ακ4漉 θ 漁 〃ゴπα'づo〃αJE%'θ.
7ρ7げεθ,.op.cit.,p.195f..
㈹UN.,E/C.10/AC.2/3,0Rcit.,32.この項 は,注 付 き概 要 で は 「国 内 政 治 問題
へ の 不 干渉 」 に関 す る節 の 柱書 の下 に 含 め られ てい た が,議 長 草案 で は 「政 府 間関
係へ の不 介 入 」 に 関 す る節 の柱 書 の 下 に あ る。 、
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注付 き概要,ア フ リカ ・グル ープの報告 書お よび カルボ原 理に立脚 する・ラテソ
,6n
・アメ リカ ・グル ープのポ ジシ ョソ ・ぺ 「パ ーか ら明 らかで ある。
15多 国籍企業は,一 般に承認 された国際基準に従 って,・本国政府からの外
交的保護を求め る前に,紛 争解決のために受入国の現地法が定める手段又は
他の合意した手段を行使 し尽さなければな らない。
㈱
この項 も,カ ルボ条項 または外交的保護権に関する重要な規定であ り.,前2
項 と同様に争点が多いため,い ずれも統合草案として起草 されるには至 ってい
'1
ない。
腐敗行為の避止の問題については,前 節で言及した,国 連における腐敗行為
に関する政府間作業部会および不正支払防止協定に関す る委員会の作業待ちで
あるため,議 長草案16項 は未だ作成されていない。
B経 済的,財 務的及び社会的問題
所有及び支配
917多 国籍企業は
,そ の構成体が善良なcorPoratecitizensと して行動 し'
投資受入菌の経済的及び社会的発展に寄与することができるように,構 成体
澗 に意思決定を分散すべきである。辱 侶9)
パール ミ'ユッターによるMNCの 三段階発展説において,第2段 階の現 地
㈱Ibid.,p.33.注 付 き概 要 では,「TNCは 本 国政 府 が 通 常 の 外 交 的代 表 権 の範 囲
を 越 え て 受 入 国政 府 に圧 力 を 行使 す る よ うに要 請 す る こ とを差 し控 え るこ と」(傍
点追 加)と 明 規 され てい る。
(38)TheBarcelonaTractionCase1970孟α ゐ 配召ρoノ'∫F。A.Mann,"ThePro.
tectionofShareholders'InterestsintheLightoftheBarOeIona・Trac。
tionCase",67∠4/1五259σ973);RB.Li11ich,"TheDiう10maticProtection
GfNationalsAbroad:AnElementaryPrincipleGfInternationalLaw
underAttack",69・411五359(1975).川岸 繁雄 「株 主 の外 交 的保 護 一 バ ル セ ロナ ・
トラ ク シ ョン事件 を 中心 と して」神 戸 学 院 法 学5巻553頁 以 下,6巻146頁 以 下(1975),
島 田 征 夫 「多 国籍 企 業 株 主 の外 交 的 保 護 」r多 国籍 企 業 の 法 的 研究 』12項 以 下 参照 。
舳H.V.Perlmutter,"TheTortuousEvolutionoftheMultinatlonalCorpo.
ration',,4Co1π 翅∂勿10%7%σJoノ 彫o/14β%3痂ss11(1969),江夏健 一 「H,
Vパ ー ル ミュ ッタ ー」 入江 猪 太 郎 編 ・前 掲38頁 以下 。
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志向型(polycentric)は,日 常決まりきった活動に関す る意思決定を海外子
会社に任すが,財 務,技 術開発,一 般的管理などの重要問題め意思決定を親会
社に留保す る。重要問題 の意思決定まで完全に海外子会社に委譲することは,
}
第3段 階の世界志向型(geocentric)(そ こでは重要な意思決定は親会社 と子
会社間 との意見交換を通 じて決定 される)で はな く,む しろ第1段 階の国内志
'向 型(
ethnocentric,親 会社の意思決定が子会社に一方的に伝達され るこ と
を意味する)り 逆立ち型であ り,そ こではTNC内 における機能分化 とい う
ような メリッ トは失われ る。従 って,TNCの 分権化に対する合理的な限定を
如何に設けるかが問題 となる。討議の結果,「 意思決定を分散 〔分散するよう
に努力〕すべきである/し なければならない」と並記する統合草案が起草され
た。
18多 国籍企業の各種構成体は,投 資受入国の要請を効果的に充足す るため
相互に協力すべきである。
TNCを 構成する親会社 と子会社間または子会社相互間で協力することが,
本国または投資受入国の独禁法に違反する場合があるので,下 記のような限定
を伴 う統合草案が起草された。
「投資受入国の国内法,政 策及び規則により許容される範囲で,多 国籍企業
の各構成体は,〔 その法的地位及び義務と矛盾 しない限 り〕,投 資受入 国 の
法律,政 策及び規則が定める要請を効果的に充足できるように他の構成体 と
協力すべきである/し なければならない。」
19多 国籍企業は,現 地資本の参加に関する国家 目標の遂行のため,投 資受
入国の政府及び国民と協力すべきである。
議長の注付き概要は,「 可能な場合における合弁事業への現地資本の参加」
とい うように 「合弁事業」を例示 していたが,議 長草案は上記のように一般的
な表現を採 っている。 この草案の 「遂行」(furthering)の 文言を 「実現」
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(imPlementation)に 修正 し,「 す べ きで あ る/し なけれ ばな らな い」 の
選 択詞を設 けた統 合草案が起草 された。
加 多国籍企業は,株 式た より又は非株式取極の場合には契約条項により決
定 される,現 地当事者が占める支配が効果的に行使され うるように保障すべ
きである。
本項は,現 地資本がTNCの 子会社において占める支配を確保しようとす
るものであ り,DCの 抵抗が強いため,未 だ統合草案は起草されていない。
21そ の人事方針を実施するに際 して,多 国籍企業は,現 地の構成体の意思
決定過程における効果的な参加を増大 させるため,凡 ゆるレベルめ経営管理
において,受 入国の国民の雇用 と昇進を優先させるべきである。
人事面における現地化については,現 坤人に然るべき人材がいるか否かが問
題になるので,下記の ように,「十分な能力をもった」(adequatelyqualified)
とい う限定句を括孤付きで挿入する統合草案が起草された。
「多国籍企業は,各 構成体の意思決定過程への受入国の国民の効果的な参加を
増大させ るように凡ゆるレベルの経営管理において 〔十分な能力を もった〕
自国民の雇用 と昇進を優先させる受入国の政策に従 って,そ の人事方針を遂
行すべきである/し なければな らない。」
22多 国籍企業は,受 入国の国民の経営者教育に寄与し,・全体 としての多国
籍企業の凡ゆるレベルの経営における彼らの雇用を容易にすべきである。
前項の人事政策が現地志向型であったのに対して,本 項のそれは世界志向型
であって,現 地子会社の人材を親会社の経営陣に登用 させよ うとする。議長草
案の 「経営者教育」に 「技術」を加え,「すべきである/し なければならない」
の選択詞を伴 った統合草案が作成された。
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国際収支及び資金調達 ・運用
23投 資受入国の政策目標,就 中,開 発途上国のそれを十分考慮に入れて,
多国籍企業は,そ の構成体の活力を維持 しつつ,当 該国からの輸出の促進,
可能な限 りの多角化並びに当該国の商品,役 務及び他の資源の利用の増大に
寄与すべきである。
本項 の前段は・,「国際収支及び資金調達 ・運用」'に関する節の柱書の下での
シャポ ー(前書き)と しての役割を果す,下 記の統合草案に取って代 られた。
「23多 国籍企業は,投資受入国,就 中,開発途上国の国際収支,金 融上の取 引
及び本節の後続の諸項で扱 う他の問題に関する法令に適合し,当 該国の 〔宣
言された〕政策 目標を十分考慮に入れて,そ の事業活動を遂行すべきである
/し なければならない。」
因みに,OECDの ガイ ドライソは,資 金調達 ・運用に関する項において,
次のように述べている。
「企業は,そ の活動の うちで資金調達 ・運用及び商業活動,特 に流動性対外,
資産及び負債の管理におい宅,投 資受 入国の国際収支及び信用政策に関する
確立した 目標を考慮に入れるべきである」と。,
他方・後段について・TNCの 輸出促進等へρ貢献を政府の規則に よる要請
がある場合に限定する統合草案が,25項 として起草きれた。
「25'〔 政府の規則によって要請 される場合に及び政府の政策を遂行して〕
〔その事業活動の目的,性 質及び範囲と両立する限 り〕多国籍企業は',投 資
受入国における輸出の促進及び輸出 〔と輸入〕の多角化並びに当該国で利用
可能な商品,役 務及びそ の他の資源の利用の増大に寄与すべきである/し な
ければならない。」
因みにNIEOの 樹立に関す る行動計画 皿(b)は,「 開発途上国の合意に基づ
いて,か つその法令の範囲内で,先 進国は,投 資家が開発途上国の工業生産プ
ロジェクト,特 に輸出志向生産へ融資す ることを奨励すべきである」 と述べて
いる。
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24多 国籍企業は,資 本を段階的に回収す る場合におけ る資本の償還又は蓄
積された利潤,醜 当若し くは企業内支払の送金の規模と時期が受入国,殊 に
開発途上国の深刻な国際収支問題をさらに悪化させることとなるときは,合
意される期間にわた って,償 還又は送金を段階的に行 うこと(phasing)に
ついて当該国政府の要請に対処すべきである。
議長草案における 「配当若 しくは企業内支払」の文言を削除し,「合意される
期間」を 「限 られた(limited)期 間」に,ま た 「国際収支問題をさらに悪化
させる」を 「国際収支上の困難を惹起する」にそれぞれ修正 し,「 すべきであ
る/し なければな らない」の選択詞を設けた統合草案が,新26項 として起草さ
れた。'
25短 期的資本取引を行 うに際 して,多 国籍企業は,一 般に受け入れられた商
慣行に反して,投 資受入国の通貨の不安定を増し,そ れによって深刻な国際
収支問題を悪化させることとなる態様で,経 常的な企業内支払を遅 らせた り
早めた りすべきではない。
討議の結果,下 記のように修正 された統合草案が,新27項 として起草された。
「27.多 国籍企業は,〔 分別のある(prudent)財 務慣行に反 して〕短期的資
金運用若 しくは移動 〔短期的な金融上の取 引〕に従事すべきではな く/し て
はな らず,関 係国に と、って通貨の不安定を増 し,そ れに よって深刻な国際収
支の困難を惹起することとなるような態様で,企 業内支払を含む外国為替支
払を遅 らせた り,早 めた りすべきではない/し てはならない。」
26多 国籍企業は,そ の企業内活動において,投 資受入国の確立した開発 目
標に反して,及 び一般に受け入れ られた繭慣行を こえて,当 該国の国際収支
に悪影響を及ぼすこととなるような制限を,商 品,役 務又は資金の移動に関
して,そ の構成体に課すことを差 し控えるべきである。
討議の結果,下 記のように修正された統合草案が,新28項 として起草 された。
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「28〔 その企業内取引に関 して〕多国籍企業は,投 資受入国に深刻な国際
収支の困難を惹起す ることとなるような制限を,〔 一般に受け入れ られた商
慣行に反 して〕商品,役 務及び資金の移動に関して,そ ¢)構成体に課すべき
ではない/し てはな らない。」
27特 に中 ・長期的資金調達 ・運用について受入国の資本市場を用いる場合
に,多 国籍企業は,特 に内国企業への資金の利用を実質的に制限す ることに
より当該市場の機能に悪影響を及ぼす こととなる活動を,当 該国の政策に従
って,差 し控えるべきである。受入国で事業活動す る構成体への現地資本の
参加を増やすため,政 府の政策に従 って,受 入国の国民に株式を発行する場
合に,多 国籍企業は・,当該取引が現地資本市場に及ぼす効果について,当 該
政府 と協議すべきである。1
議長草案第一文では,資 金の利用の制限の対象として内国企業のみがあげら
れているが,TNC以 外の外国企業 も制限の対象 とな りうるので,「 〔多国籍
企業以外の〕他の企業」と修正され,「 当該国の政策に従 って」の文言は,新
23項 で一般論として明記されているので削除された。第二文において 「受入国
の国民に株式を発行する場合」ど定め られているが,TNCの 構成体が株式を
発行するときに受入国の国民に対じてのみ発行す るのではないから,「 受入国
の国民」の文言を削除 し,政 府との協議をその要請がある場合に限定するよう
に修正 された。 このよ うに修正された統合草案が新29項 として起草 された。
「29投 資受入国の貨幣及び資本市場に依拠す る場合,多 国籍企業は,特 に
〔多国籍企業以外 の〕他の企業への資金の利用を制限することに よ り現 地
市場の作用に著 しく不利な影響をもつ ことになるような活動に,〔 一般に受
け入れ られた財務慣行を こえて〕従事すべきではない/し てはならない。当
該国で事業活動す る構成体への現地資本 の参加を増やす目標を以って株式を
発行する場合,又 は現地市場において長期借 り入れを受ける場合,多 国籍企
業は,当 該取引が現地 の貨幣及び資本市場に及ぼす効果に関して,当 該国の
o
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政府の要請があるときは,政 府 と協議すべきである/し なければならない。」
28多 国籍企業は,投 資受入国の国際収支及び企業活動の金融に関す る問題
を軽減し,こ の点に関する国家の目標の達成に寄与するため,当 該国の政府
と協議 し協力すべきである。
議長草案における政府 との協議を,前 項 と同様に,そ の要請がある場合に限
定 し,「 協力」の文言を削除する統合草案が新24項 として起草された。
「24多 国籍企業は,投 資受入国の国際収支及び金融に関する緊迫した問題
の軽減に寄与す るため,そ の活動に関す る当該国政府からの協議要請に積極
的に対処すべきである/し なければな らない。」
移転価格
29そ の企業 内取 引において,多 国籍 企業 は,国 家 の立法 と政策に反 して,
投資 受入 国におい てそ の構成体 の賦課 の基礎 とな る課税標準 を修正 し,為 替
管理 を回避 し,又 は競 争,技 術開発若 し くは 雇用及び社会条 件に悪影響 を及
ぼす ことにな る価 格設定原 則を用 いるべ きでは ない。
30そ の企業 内取 引に おいて,多 国籍企業 は,国 際 的市場 価格に基 づいた価
格「設定方 針,又 はかか る価 格が存在 しない ときは,第 三者取 引(arm'slen・
gth)原 則を用 い るべきである。
TNCの 個 々の構 成体が異 なる 税率 を利 用 してTNC全 体 としての利 潤を極
大化 し ようとす る移転価格(transferpricing)を差 し控 えべ きで ある こ とは
OECDの ガイ ドライ ソ(課 税 に関す る第2項)に よって宣言 されてお り,そ
れを 是正す るため第 三者取 引価格を確 定す る方法 として,(1)非 統制 の市場価 格
との対比,(2)再 販売 価格か ら原価 と利潤 ρ控 除,(3)原 価へ利潤 マー ク ・ア ップ
ω
の加算等 が国連お よびOECDに よって提示 され てい る。
忽0}UlN6ExpertGrouponTaxTreaties,ST/SG/AC.8/L.27/Add.8,1977,
p.3;OECD,Tr歌nsfeピPricingandMultinationalEnterprises,1979,para.
48f.;UNCTAD,Dominantpositionsof皿arketpoweroftransnatiQnal
corporations:Useofthetransferpricingmechanism。TD/B/C2/167(1978)
邦訳 『国連/OECD報 告書 多国籍企業と価格操作』(ミ ネルヴァ,1980)
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議長草案の両項は結合されることにな り,29項 の 「競争,技 術開発」の文言
は,そ れ らが後節 で扱われるので削除 され,30項 の 「国際的市場価格」が国内
市場価格を含み うるようにするため 「関連(relevant)市 場価格)と 修正さ
れた。新30項 として,下 記の統合草案が起草された。
「30そ の企業内取引に関 して,多 国籍企業は,そ の構成体の賦課 の基礎 と
なる課税標準を修正 し,投 資受入国の為替管理措置 〔若 しくは関税評価規則〕
を回避する効果を もち 〔又は 〔国家の法令に反 して〕当該国の経済的及び社
会的条件に悪影響を及ぼす〕,関 連市場価格,又 はかかる価格が存在しない
場合には第三老取 引原則に基かない価格設定方針を用いるべきでばない/い
てはな らない。」.
31こ の行動基準に定められる条件 と保障に基づいて,多 国籍企業は,移 転
価格において用い られる原則を公衆に公表 し,か つ移転価格に関する凡ての
関連情報を政府当局忙提供すべきである。
課税32a多 国籍企業は,適 用される法令及び行政慣行に従 っ1(,賦 課のた
めに必要な凡ての関連情報を,本 国及び受入国の政府の要請がある場合,及
び政府が特定す るときは,通 常,政 府当局に提供すべきである。
この両項は,後 続の情報公開に関する43,44項 でカパーされるのぞ削除され
ることになった。
32b.多 国籍企業は,投 資受入国の法令に反 して,賦 課の基礎iとなる課税標
準を修正するため,租 税避難国(taxhavens)又 は第三者取引原則に基か
ない会社内価格設定を用いるような,会 社の構造及び事業活動の態様を用い
るととを差 し控 えるべきである。
"taxhavens"の 文言を"othermeans"に・ 「用いることを差し控えな
ければな らない」を 「用いるべきではない/い てはな らない」にそれぞれ修正
す る統合草案が新31項 として起草 された。
●国連における多国籍企業の行動基準の作成過程について 129
競争に関する第33項 について,最 近UNCTADで 「制限的商慣行の規制 の
ために多数国間で合意された一連の衝平な原則 とルール」が採択されたので,
政府間作業部会は議長が本項を作成することを要請 した。他方,技 術移転に関
(4D
する第34項 について昧,技 術移転に関する行動基準案がUNCTADで 目下審
議中であるので,本 項に関す る議長草案1ま未だ作成されていない。
雇用及び労働
35多 国籍企業は,こ の行動基準に関連する範囲鳩
'a)雇 用,特 に雇用促進,機 会及び待遇における均等並びに雇用の安定に
関する,
b)訓 練
c)労 働及び生活条件,特 に賃金,給 付及び労働条件並びに安全及び衛生
・㌔に関する,
d)労 使関係,特 に結社 の自由及び団結権,団 体交渉,協 議,苦 情審査並
、
びに労働争議の解決に関する分野において,
国際労働事務局の理事会に よって採択された,本 国及び受入国における政府,
使用者団体,労 働者団体及び多国籍企業に対して勧告 される 「多国籍企業及
び社会政策に関する原則の三者宣言」に掲げる原則を遵守すべきであるb
「この行動基準に関連す る範囲で」の文言を削除する統合草案が新34項 とし
て起草 された。
以上が第10回 会期(1980年5月12日 ～21日)ま での行動基準案の作成状況で
あ り,第11回 会期で消費老保護および環境保護に関する諸項の作成が進捗した
働 ・
由 で あ る 。 今 後 審 議 が 行 わ れ る の は 、 議 長 草 案 の 次 の 部 分 に つ い て で あ る。
・第1部TNCの 諸 活 動
ωUNCTAD,D・af6i・t…ati…1・ ・d・ ・f…d・ ・t・nth・ 聯 ・f…f
、technologyasof16No肌1979,TD/CODETOT/20,5Dec.1979.その 第
4章 制 限的 商 慣 行 につ い ては,小 原 喜雄 「制 限 的 商 慣 行 と技 術 移 転 」 『ジ ユ リス ト』
、703号(1979)41頁 以 下参 照 。
幽 執 筆 時 点 では 統 合 草 案は 公 表 され て い な い。
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C情 報公開
第 皿1部TNCの 待遇'
A投 資受入国に よるTNCの 二般待遇
B国 有化と補償
C管 轄権'
第 皿部 政府間協力 、 ・
これ らのうち、第 且部のBとCに ついてはDCとLDCと の意見の鋭い対
立が予想される。
w展 望
前節で概観 したように,統合草案の多 くは,DCとLD¢ との同床異夢の主張
を括孤付きで並記 したものであ り,こ の括孤を取 り払 う条文化の作業には精力
的な交渉が必要 であろ う。LDCは その主張を容易に撤回するとは思おれない
ので,恐 らく最終の行動基準はNIEOの 色彩の強いものとなろ う。か ように
TNC性 悪説に立脚する国連の行動基準は,MNE性 善説(ま さし くgood
corporatecitizens!Nこ 立脚 し,NIEOと は無縁なOECDの ガイ ドライソと
は対照的な性格をもつ。因みに,ILOの 主者宣言は,2項 で,「NIEOの 樹立
　 　 　 　 　 　 　 　
を提唱する・国連決議を考慮に入れなが ら,MNEが 経済的社会的進歩に対 して
なし うる積極的寄与を促進 し,そ の各種の活動が もた らす困難を最小にし,か
鯉3}
つ解決すること」(傍 点追加)を 目標とするので,両 者のいわば中間(ど ちら
か といえぽ0耳CDの それ に近い)に 位置 す るとい え よ う・ と ころで・ このよ
うにNIEOの 色彩 の強い 国連 の行動基準は・,果 してTNCがLDCの 開発 に
{4の一層寄与 す るこ とを 保障す るのか,と い う疑問が生ず る。 とい うのは,米 国の ラ
テソ ア メ リ,力向け の直接 投資 が,1950年 あ46億 ドルか ら1970年 には147億 ドル
へ と絶対額 は3倍 増 してい るが,地 域別シ エアは39%か ら18.8%へ と半 減 して
㈲.●
い ることは,こ れ らの受入 国 のNIEO色 の強い外資 政策に よるところが大きい
㈱ 加 留 ・前 掲196頁 。
働 小 宮 ・前 掲313頁 注(24),小 島 ・前 掲11頁 。
(4励U.S.Dept.'ofCommerce,Tぬθ ル伽 傭 ησ露o襯'Coア ρ07α,ゴo〃,S,κ4ゴ6εoπ
ひS.Fo7θ げgπ ノ切 θs吻 θη',vo1.1(March1972),p.13,
'
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と思われ るか らである。受入国に よる国有化または,フェイ ドアウ トの要請に対
閲
してTNCに 「教師の役割」を期待する所論もあるが,冷 厳な計算に基づいて
行動せざるをえない私的企業に対してそのような役割を期待することは過大な
望みではなかろちか。
国連のTNCに 関する貨動基準には未解決の二大問題 として・TNCの 定義
と行動基準の法的性格とがある。
まず・TNCの 騒 に漏いては・(1)2姻 以上姓 艦 醗 販売撮 鮪 する
企業(国 連事 務局 報告 書お よび有識者 グル ー プの報 告書)-ILOの 三者宣
言6項 お よびOECDの ガイ ドライ ソ8項 は,そ の企業 内におい て一構成体(親
会社)が 他 の構成体(子 会社),に 対 して重要な影 響力を行使 し うるほ どに結 合
して い ることを加重要 件 とす る 一 とい う形 式的 な定義 と,(2)企 業の規模,
事 業活動 が行わ れてい る国 の数(例 えば6力 国以上),資 産,従 業員数,付 加
㈹
価値等 でみた海外 事業 の比重(例 えば25%以 上)等 を用い る実質的な定義 とが
あ る。後 者はTNCの 特 徴を明確に提示 す る反面,そ の基準 が恣意的で ある
とい う批 判を免 れない。他 方,前 者は,こ の よ うな批 判を招 かない反面,複 数
国で事業 活動 してい る中 小企業 も含まれ る ことに よ り、TNCに 特 徴的な 巨大
〔5①
な経済 力が把握 されな い ことにな る。 なお,TNCに 公企業 を含め・るか否か に
つい て,上 記 の有識老 グル ープの報告 書,OECDの ガイ ドラインお よびILO
の三者宣 言は これ を肯 定 す るのに対 して,Dグ ル ー プお よびLDCは,営 利活
億1)
動 を主た る・目的 と しない公企業 を含め るこ とに反対す る。 またTNCはDC
㈹ 小島 前掲8頁 。
幽 前出 注(7)p.5。
(48}前 出 注(8)p.9。.
149)小 宮 前掲295-297頁,U,N.,S%ρ カ1θ〃zθ窺α7ッ1瞼'ε万α10π 劾θ1ε5粥o/
1)2伽 伽gTア απs〃観oη αJCo7ρ070'勿%3,E/C.1058,1979,堀 部・前掲112頁 。
{50)曽 野和明.『多国籍企業問題入門』(青 林書院新社,1978)25頁 以下。R,Vernもn,
Sovere三gntyatBay:TheMultinationalSpreadofU.S.Enterprises(Basic
Books,1971)邦 訳 『多国籍企業の新展開』(ダ イヤモソ ド社,1975)8頁 以下。
6i)U.N.,CommissiononTNC,Rのoπoノ地6Fゴ ε7玖S888げoπ,op.μt.p.9,
堀部 ・前掲111頁 。
'
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働
のそれ に限 るのか,そ れ ともLDCの それ を も含 むのか が問題 とな り,LDC
は後者 を規制 の対象外 とす るよ うな定義を提案す るか もしれ ない(例 えば,イ
ソ ド代表 は 「売上 高1億 ドル以上で,世 界的戦略を行 ってい る企業 」 とい う試
鵬}
案を出 した ことが ある)。 ところで,,OECDの ガイ ドライ ソお よびIL6の 三
老 萱言 がMNEの 厳 密な法的定 義を必要 としない のは,後 者6項 第一文 に明
記 されて いる よ うに,こ の宣言 また は ガイ.ドライソがMNEに 対す る.自発 的
な指針 となる ことを 目的 どしてい る こと(宣 言4・5・7項,ガ イ ドライソ6
、 ㈲項
)に よる。従 って,国 連 がユTNCを 厳 密に定義す るか否かは,以 下に述 べ
る行動基 準 の法 的憐格 の如何 と密採 な関係を もつ。
さて,行 動基 準の法的性格 につい ては,既 述 の よ うに1自 発的性 格であ るべ
きだ とのDCの 主張 と,法 的 拘束 力を与 え るべ きだ とのLDC一 の主 張 とが鋭
く対立 してい る6国 際機 関のTNCに 関す る行動基 準 の法 酌性格 をみ ると・,
,OECDの ガイ ドライ ソ とILOの 三老宣言 は前 述 の よ うに 自発的性格 の勧告
、であ る。瓢 限的 商慣行 に関す る国連会 議で1980年4月22日 に採 択 された ばか り
のUNCTADの 「制限的 商慣行 の規制 のた めに多数 国間 で合 意 された一連 の・(55}
衡 乎な原則 とル ール」 につい て も,DCとLDCと の上記 の対立があ ったが,両
者 間で妥協が成 立 して,前 文で 「勧告 の形式 を とる」(whichtaketheform
ofrecommendat玉ons)一連 の原則 とルールが成立 した ことは,国 連 のTNC
に 関す る行動基準 の法的性格 の今後 の決 着を予想 させ る。
上記 の ように 国連 のTNCに 関す る行動基 準 の作成 が進 むにつれ て,1980年
(5勾ル勧∫渉勿α'ゴoη認3〃oり%S翅 αμOo㈱ 〃ゴ9s,ed.byT.Agmon&Ch.Kindle.
berger(MITPress,1977)p,133鉱
働 小島 ・前掲7頁 。
働 堀部博之助教授は,そ の理由を 「国営企業をぶくむあらゆる種類の国際直接投資
をカバーできる定義でなければならないとする立場」に求める(前 掲111頁)が,
ILO宣 言6項 第一支をどのように解されるのであろうか。1
岡U.N,ConferenceonRes正rictiveBusinessPractices,丁勉Sθ'o∫ 協 劾α1砂
∠497θθ4Eg漉'α 配θP7勿cゴμθsσ%4R%Zθs/bプ 漉θCoπ 〃oZo/Rθs〃60'初6
、8%ε初θ∬P7αc露`9s,TD/RBP/CONF/10,2May1980.さらに,こ れは1980年
12月5,国 連第35回 総会において採択された。
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㈱
には これに関す る本格的研究が出版 され るようになった。この作成が完了 した 、
(5の
後セこは,実 施状況をふまえて行動基準を評価する研究が必要となる。
本稿を終えるに当って,TNCの 世界経済の発展に対する積極的な寄与を極
大化 し,そ の弊害を極小化するのに役立つ ような行動基準が国連で作成 される
ことを私は切望 して止まない。
㈹Lg8α ∫P70配 θ翅so!Coび θ30/Cθ%伽6彦 ル γ 漁1伽 α躍o%αZEπ'〃 ρプゴ363,
ed.byN.Horn(Kluwer,1980);W↓Feld,物」'勿碗 づ伽 σ」 ・Coゆoグα'ゴons
醐4ひ ム乙PoZ漉cs:Tん θ 哩%9s'メ07cod2so∫cσ%吻c∫(Pergamo獄Press,
1980);『 多 国籍 企 業 の法 的 研 究 』前 掲 。
㈲c£ 工L.0.,ReportoftheGQverningBodyCommitteetoConsiderRep・
ortsontheEf[eCtGiventotheTripartiteDeclarationofPrinciplescon・
cerningMultinationalEnterprisesandSocialPolicy,GB.214/6/3,Nov.
1980.
「付 記 」 この 研究 の一 部 は,昭 和53・54年 度 特 定 研 究 「欧米 多 国籍 企 業 の 日本 進 出 ど
そ の適 応 行 動 」 か ら資 金 援助 を 受 け た 。
